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はじめに
　本書は，東北学院大学経済学部に 7年前に
新設された，「共生社会経済学科」の 3年生向
け授業「格差社会論」の教科書として企画さ
れたものである。このユニークで魅力的な学
科名称については，「世代，性別，ハンディ
キャップ，民族，文化など，さまざまな違い
を持つ人々が『共生』するための社会のあり
方を考え，その社会を実現し動かすための
『経済』について学びます」（大学ホームペー
ジ）と説明されている。キリスト教神学を母
体としている大学ならではの学科設置構想な
のかもしれない。本書は，当初，学生のため
の基本的な教材として作成された講義資料集
（東北学院大学社会福祉研究所編『福祉社会
論：人間の共生と格差を考える―多文化共
生とは何か―』）が基に（第 3章を除く）なっ
ている。
１．本書の概要と逐次的コメント
　本書の構成を以下に掲げる。
第 1部　日本編
第 1章　 日本の所得格差と格差測定の方法

（前田修也）
第 2章　雇用格差と健康格差（熊沢由美）
第 3章　世代間格差（佐藤康仁）

福島利夫＊

【書評】（『統計学』第112号 2017年3月）

野崎　明 編著
『格差社会論』

（同文舘出版，東京，2016年）

第 4章　格差と貧困（阿部裕二）
第 2部　アジア編
第 5章　 タイにおける経済的不平等と社会

的排除（野崎　明）
第 6章　 中国における所得格差拡大に伴っ

た貧富の格差問題（楊　世英）
第 7章　 インドの経済開発と帰依の経済

学：その固定と流動をめぐって
（千葉　一）

　第 1 章「日本の所得格差と格差測定の方
法」では，まず「一億総中流」意識の推移を
「戦後日本経済と格差」として，5つの時期区
分によって取り上げる。その時々の世相の動
きが，主要耐久消費財の普及率やエンゲル係
数，ジニ係数などの変化とともに生き生きと
描かれている。しかし，その出発点での「一億
総中流」意識を内閣府の「国民生活に関する
世論調査」によっており，1965年に「中の中」
が50％を超えたということであるが，この世
論調査の設問が，「上」，「中の上」，「中の中」，
「中の下」，「下」という中央部のみが肥大した
区分であることにも注意が必要である。
　次に，ジニ係数で測った日本の所得格差が
大きいという主張（橘木俊昭『日本の経済格
差』）をめぐって，それは人口高齢化と単身・
2人世帯の増加による「見かけ上」の格差の
拡大にすぎない（大竹文雄）とする論争が紹
介される。その後，格差測定の方法として，所
得分布統計の注意点，不平等尺度，等価可処
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分所得について触れる。最後に，「新たな格差
の出現」として，いくつかのキーワードを紹
介する。しかし，これらのキーワードがあま
りにも簡単な紹介であるために，誤解を招き
かねないかと危惧する。たとえば，「ワーキン
グプア」で，その原因の 1つとして挙げてい
る，「生活保護基準が高すぎる」という記述で
ある。
　第 2章「雇用格差と健康格差」では，まず雇
用格差について，主に雇用形態と性別による
格差を取り上げる。「非正規」の割合は37.4％
（2014年）であるが，この割合については，女
性では56.6％，男性では21.7％という性別の
数値も明記が必要である。
　次に，多くの「非正規」が200万円未満で働
いているし，社会保険の加入についても，「非
正規」は厚生年金52.0％でしかなく，老後の
年金格差にも続く。さらに，男性の場合には，
雇用形態が恋愛や結婚に影響する。20代・30

代の合計で見ると，既婚は「正規」が27.5％に
対し，「非正規」は4.7％である。
　他方，労働時間を見ると，「正規」では週60

時間以上の人が14％（2012年）もいるとの指
摘があるが，できれば長時間労働のために過
労死や過労自殺が起こっていることに注意を
喚起してほしかった。
　次に，社会経済的な要因に左右されるもの
として，健康格差を取り上げる。社会経済的
因子のうちで，まず所得との関係を見ている。
　第 3章「世代間格差」では，公的年金の給付
と負担に関する現在の年金受給世代（高齢世
代）とこれから年金を受給することになる現
在の若年世代，将来世代との間にある格差な
ど「生涯」を通じた格差（受益と負担の差）を
取り上げる。世代間格差を測る世代会計の出
発点の関係式は，（現在から将来にかけての
政府の収入の現在価値）＋（政府の純資産）＝
（現在から将来にかけての政府の支出の現在
価値）である。ここで「政府の収入」は，「現在
世代の負担」と「将来世代の負担」とに分かれ

る。また，「政府の支出」は年金や医療などの
ように「個人の受益」とみなすことができる
支出項目（移転支出）と政府消費や政府投資
のように「個人の受益」とみなさない支出項
目（非移転支出）とに分かれる。このうち，「個
人の受益」は「現在世代の受益」と「将来世代
の受益」とに分かれる。そして，「負担と受益
の差」が「純負担」となる。そのうえで，現在
世代（そのうちの 0歳世代）と将来世代の生
涯純負担との差を世代間不均衡といい，世代
間格差の大きさを表すものとする。しかし，
記述が簡単であり，特に将来世代の純負担の
推計方法が不明なままである。
　さらに，世代間均衡の回復方法をめぐる利
害の対立が取り上げられる。高齢社会では投
票者に占める高齢者の比率が高くなり，政治
家が高齢者向けの政策を優先する「シルバー
民主主義」と呼ばれる現象があると紹介する。
本章全体のトーンとして，「若者世代」対「高
齢者世代」という自然年齢のみによる格差・
対立を見出そうとしているが，それぞれの世
代の貧困，つまり「若者の貧困」，「高齢者の貧
困」の実態には無関心な様子がうかがえる。
財源問題としては，企業からの法人税収も有
効である。また，個人についても，年齢とい
う自然的区分だけでなく，所得階層という経
済的区分の視点が重要である。
　第 4章「格差と貧困」では，格差社会に潜む
貧困として，まず，貧困問題への 3つの見方
を挙げる。①「自己責任論」（個人的原因）， 
②「社会責任論」（社会的原因），③福祉が依存
心を生んで貧困から抜け出せない「貧困の
罠」である。次に，貧困の定義として，絶対
的貧困，相体的貧困，さらに相対的剥奪，社
会的排除，ケイパビリティ（潜在能力）の欠如
が挙げられる。そこから，現代社会における
貧困・低所得者層の生活問題に入る。まず
「貧困の 4つの表現」（岩田正美）を取り上げ
る。貧困が慢性化・固定化すると，貧困のコ
アにある「お金がない」ということだけでは
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なく，その周辺に 4つの側面が付随していく。
①「社会関係からの排除」，②権利行使ができ
ない「パワーレス /ボイスレス」，③「恥・自己
評価の低さ」，④社会の側からの「非難・軽
蔑」である。次に，生活保護受給世帯はその
多くが「高齢者世帯」であること，政策的対応
の現状と課題としては，不正受給率 0.46％
（2014年度）と漏給者，捕捉率の低さ，子ども
の貧困率16.3％（2012年）と「子どもの貧困対
策推進法」施行（2014年），ホームレスについ
ては，高齢化・長期化や再路上化の問題があ
る。「無縁社会」と呼ばれるように，血縁，地
縁，社縁に包摂されない孤立した人々にとっ
ては伴走型支援（新たな第 4の縁）の制度が
求められている。最後に，生活保護に至る前
の支援策として，「生活困窮者」を対象とした
生活困窮者自立支援法が第 2 のセーフティ
ネットとして実施（2015年 4月）となった。
　第 5章「タイにおける経済的不平等と社会
的排除」では，最初に東アジアと東南アジア
諸国・地域間所得格差（階層間所得格差）を
取り上げる。労働生産性は高くなっているが，
労働分配率が低下しているのは，農村の余剰
労働力が大量に存在しているからである。そ
して，教育格差とともに，都市部・沿岸部と
内陸部との空間的格差（地域間格差）がある。
　次にタイの所得格差である。まず産業構造
上の不均衡として，2000年の時点で農業の就
業人口比が50％近くあるのに，付加価値の構
成比は10％にも満たない。そして，中等教育
以下の教育歴をもつ人たちが 60％以上を占
めており，就業者の多くはインフォーマルセ
クター（農業等）に従事している。それから，
空間的格差として，経済活動がバンコクとそ
の周辺（首都圏）に高度に集中している。さら
に，資産所有の不平等がある。2007年では，
最上位 10％の階層が 55％の資産を所有して
いる。
　最後に，タイの貧困として「子どもの身体
的・精神的・社会的発達を妨げ教育の機会を

奪う労働」である「児童労働」を取り上げる。
「児童労働」は労働市場の最底辺を形成して
いる。最近の傾向としては，出身地がタイ国
内から周辺の近隣諸国に広がっている。
　第 6章「中国における所得格差拡大に伴っ
た貧富の格差問題」では，まず中国経済全体
の高成長にもかかわらず，「雇用なき成長」時
代に入っている。1978年の改革・開放政策以
前の中国は，一種の表層的な平等社会であっ
た。そして，改革・開放後は経済成長ととも
に，貧富の格差が進行している。それは，「成
長する中国」とともに，「不平等な中国」とい
う印象をもたらした。中国の所得格差問題は
深刻であり，社会は二極化している。中国は
依然，発展途上国における過剰都市化問題で
悩んでいる。未熟練労働市場がほとんどで，
根本的には基礎教育が普及していないことが
原因である。
　第 7 章「インドの経済開発と帰依の経済
学：その固定と流動をめぐって」では，まず
経済開発の方法が，早急な重工業の確立を重
視した大規模な公共投資による輸入代替的重
工業化の推進であった。インドの農村部には
総人口の約70％，貧困層の約80％が暮らして
いるにもかかわらず，農業部門は相対的に軽
視されてきた。重工業への固着と集積・固定
化が，インドの慢性的貧困を長期化させ，
カースト的社会構造をベースとしたかなり強
固な格差社会を出現させた一因である。次に，
教育格差については，北インドのベルト地域
での，非識字率と貧困，暴力のトライアング
ルが見られる。
　さらに，「バクティ：帰依の伝統と社会的
弱者の救済」という，12世紀南インドの宗教
改革運動を取り上げる。シヴァ派の一大勢力
であるリンガーヤタの運動は，バクティ（帰
依・信愛）という信仰を宗教改革，さらには
社会改革や社会開発的活動にまで敷衍してい
る。その運動とは，業・輪廻観からの解放，
カースト制の否定，労働の尊厳，寺院否定，万
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人司祭主義等，信仰によって結ばれた互酬的
共同体社会の追求などを訴える活動である。
そこではダーソーハ（献身，いたわり，贈与
などの意味）と呼ばれる行為を相互に為すこ
とが期待され，「救うことによって救われる」
共済的関係がある。さらに，苦難な状況にと
もに身を置くという貧困の共有であり，また
身体障害という存在様態（スティグマ）は深
い信仰の証しとする。そして，「持てる者た
ち」の富の蓄積と固定であるスターワラとし
て，貧困層を踏み台にした重工業化政策の失
敗をとらえる。スターワラの肥大化は「救済
としての経済」の忘却に他ならない。

２．本書の特徴と少しの要望
　第 1に，本書の大きな特徴は，日本編とア

ジア編に分かれていることである。そのため
に，格差と貧困の態様と解決方法も大きく異
なっている。アジア編については，世界全体
での格差と貧困問題の根本的な解決方法との
共通目標を確認することと並行して，それぞ
れの国・地域の伝統も含めた実態から出発す
ることの必要性を感じさせられた。特に，イ
ンドの宗教改革運動の考え方には，新鮮な驚
きを感じた。
　第 2に，各章ごとの問題の取り上げ方がさ
まざまである。学生たちの感性に訴えかける
とともに，理論や政策として理解しやすく整
理して提供する工夫が感じられる。しかし，
多くのことを盛り込もうとする気持ちが先
走って説明が不十分になっている箇所には改
善を望みたい。
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